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〔事案の概要〕
　X1 及び Y はいずれも都営住宅の住民であり、X2 自治会は同住宅の住民の自治
会であった。X2 自治会の当初の規約によれば、「会長、副会長及び会計は、選挙
により会員の中より選出し、総会に報告する」（ 8 条）とされており、Y は平成






　X1 は自己が会長に就任したことに伴い、「X2 自治会会長 Y」名義となっていた
X2 自治会が管理する A 信用組合（以下、「本件信組」とする）の預金口座（以下、
「本件預金口座」とする）について、Y に対し本件預金口座の名義変更手続を求め
たが、Y は、本件選挙が不正に行われたものであることや X1 が前記規約 8 条の
総会の承認を得ていないことを主張して X1 の会長たる地位を争い、本件預金口









東京高判平成26年 8 月27日判時2242号59頁 
（平成26年（ネ）第2312号：預金通帳名義変更等請求控訴事件）
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162　　早法 91 巻 4 号（2016）
起し（第 1 事件）、X2 自治会は Y に対し、本件変更手続、本件地位確認、及び Y
が本件変更手続をしないことにより被った損害の賠償（以下、「本件損害賠償」と
する）を求める訴えを提起した（第 2 事件）。
　第一審（東京地判平26・ 3 ・31 LEX/DB25504751）は、第 1 事件について X1 の訴
えをいずれも却下し、第 2 事件については、本件変更手続を求める訴えを却下、
本件地位確認を求める訴えにつき請求を認容し、本件損害賠償請求を棄却した。

































平成23年 5 月当時約550万円であった。Y は本件各預金口座の通帳を X1 に引渡し
たが、届出印は Y が所持しており、また、本件各預金口座の口座名義を変更す
る手続にも応じていない。そのため、…本件信組は、本件名義変更手続に応じ
ず、X1 が X2 の代表者として本件預金を払い戻すことにも応じていなかった。本
件信組は、原判決において X1 が X2 の代表者であることが確認されたのを受け
て、平成26年 6 月13日の訴訟上の和解で、ようやく本件名義変更手続には応じ
た。しかし、本件地位確認にかかる訴えが却下されれば、金融機関たる本件信組




あり、X2 の代表者が X1 であるか否かが未確定であると、今後、種々の法的紛争
が発生する蓋然性が高い。





　「本件においては、Y は X2 の前会長であり、X1 が会長の地位にあることを争
うとともに、自らが X2 の会長であることを前提とする行動を取っている。そし
て、X2 が、Y を相手取って本件地位確認を請求し、これを認容する確定判決に











164　　早法 91 巻 4 号（2016）
対し新代表者が社団の代表者であることの確認を求める訴えにおいて、権利能力
なき社団に原告適格を、前代表者に被告適格を肯定する。本判決は第一審判決と














である X2 自治会の原告適格を肯定している。第一審はまず、第 1 事件の本件地









同44年 7 月10日第一小法廷判決・民集23巻 8 号1423頁参照）。」として、昭和44年最判














する確定判決により、X2 と Y との間で A が X2 の執行機関としての組織法上の
地位にあることが確定されるのであるから、紛争の抜本的解決に資することは明
らかである。」との判示は、第一審判決及び昭和44年最判の判旨と酷似するもの

































166　　早法 91 巻 4 号（2016）
地位確認請求を認容する判決に対世的効力を肯定した昭和44年最判を検討する。
同判決の事案及び判旨は以下のようなものである。
　宗教法人 A 寺の住職であったが A 寺に辞任する旨の退職願を提出した原告 X






































































（ 5 ）　中田淳一「確認訴訟の二つの類型」論叢60巻 1 ・ 2 号196頁以下（1954）。


















































































（ 9 ）　山本克己「判批」民商95巻 6 号139─140頁（1987）。
（10）　本間（靖）・前掲注（ 3 ） 82頁。
（11）　高橋宏志『重点講義 民事訴訟法 上［第 2 版補訂版］』309頁（有斐閣、2013）。









































































地位は、「A 寺の住職の職にある者をもって充てる」とする A 寺規則の定める所
により取得されるものであり、法人の構成員は何ら代表役員及び責任役員の選任
（14）　五十部・前掲注（ 4 ）58頁。





































（16）　例えば、マンション管理組合法人の理事の選任（区分所有法49条 8 項、25条 1 項、39














































































るものが多数であり（千葉地判昭41・12・20金判344号 8 頁、静岡地沼津支判昭43・ 7 ・ 3
判タ226号168頁、京都地判昭47・ 9 ・27判タ285号171頁、東京地判平12・ 5 ・18判タ1095号
256頁等）、第三者が代表者等の地位にないことを求める消極的確認については、法人と当該
第三者の双方を被告とする必要があるとするもの（前掲昭和47年京都地判）、法人のみに被
告適格が認められるとするもの（東京高判平 5 ・ 3 ・24判タ839号241頁、東京高判平 6 ・
5 ・23判時1544号61頁）に見解が分かれる。



















































4 4 4 4 4 4 4
に争うことができない






















































































（32）　吉田・前掲注（ 1 ）184頁は、X1 の手続保障の観点から、X1 に当事者適格を認めるべき
であり、その場合に自称代表者による訴えと社団による訴えは類似必要的共同訴訟とされる
のが妥当であるとする。















否かが問題となっている者を Y1 及び Y2、X の代表者として訴訟を追行する者は Y2 と
する）、① X が Y1 に対し、Y1 が代表者でないことの確認を求める、② X が Y1 に




ある Y1 自身が被告となっており、Y2 が X の代表者として訴訟を追行することを
考慮すると、確認の態様はいわば②の裏返しであり、したがって、Y1 が自称代
表者として組織法上の地位を争うならば、本件と同様に X 及び Y1 にそれぞれ原
告適格、被告適格を肯定することができると考えられる。
【追記】







（34）　当事者及び訴訟物たる組織法上の地位を単純に組み合わせれば、③ X が Y1 に対し、Y1 
が代表者であることの確認を求める、④ X が Y1 に対し、Y2 が代表者でないことの確認を求
める、という類型も設定できるが、社団 X 自身が Y2 を代表者として Y2 に訴訟を追行させ
るにもかかわらず、Y1 が代表者たる地位にあることないし Y2 が代表者たる地位にないこと
を訴訟上主張することは背理であり、このような紛争は想定できないであろう。
